
 
 
 

         Press Release 
                          

 

平成２２年６月２８日 

（照会先） 

経営企画部広報室  

（電話直通５３４４－１１１０） 

リスク・コンプライアンス部 

部長         寺沢 徹 

参事役        森末 堅 

（電話直通５３４４－１１１２） 

 
 
  
 
 
 
 

報道関係者 各位 

 

紙台帳等とコンピュータ記録との突合せ業務の入札に関する行為者

の電子メールの復元により確認された主な内容について 

 

 
標記について、別添のとおり公表いたします。 

 

 

 



紙台帳等とコンピュータ記録との突合せ業務の入札に関する行為者の電子メールの

復元により確認された主な内容について 
 
１ 経緯 
○ 紙台帳等とコンピュータ記録との突合せ業務の入札に関して発生した仕様書案

の事前の情報提供等の事象については、６月８日と１６日に、それまで確認できた

内容及び今後の対応等について公表したところです。 
 
○ このたび、リスク・コンプライアンス部において、事前の情報提供を行った職員

（以下「行為者」という。）のアドレスから送受信された電子メールのうち、行為

者が記録問題対策部に在勤中の全期間（１月１４日～６月１３日）の復元が完了い

たしましたので、この復元により現時点で確認された主な内容を公表いたします。 

 
２ メールの復元結果で判明した主な内容 
※１：Ａ社、Ｂ社、Ｃ社はいずれも落札事業者であり、６月８日及び１６日の公表

の際にＡ社、Ｂ社、Ｃ社としたものといずれも同一です。 
※２：「新規事項」としているのは、６月８日又は１６日のいずれの記者発表の時

点においても把握していなかった内容です。 
（１）Ａ社関係 

ア 拠点情報 
・ ３月１２日と４月１日に、今回の事業を実施する拠点に関する情報が、行

為者から同社営業担当者の電子メールアドレスに送信されていました。 

イ 面会関係 
・ ３月１１日以降５回にわたり、同社営業担当者の電子メールアドレスから

行為者に対して面談を要請するメールが送信されていました。 

 
（２）Ｂ社関係 

ア 拠点情報 
・ ２月１７日に設置拠点の案が、行為者から同社営業担当者の電子メールア

ドレスに送信されていました。（電子メールによる送付については新規事項） 

イ 入札日程関係（新規事項） 

1 
 



2 
 

・ ２月１７日に公示日等の日程関係の情報が、行為者から同社営業担当者の

電子メールアドレスに送信されていました。 

ウ 各拠点の競合状況（新規事項） 
・ ５月６日（提案書締切日）に各拠点の競合状況（業者数）が行為者から同

社営業担当者の電子メールアドレスに送信されていました。（東京拠点につ

いては、競合の業者名も伝達されていました。） 
 
（３）Ｃ社関係 

ア 仕様書案 
・ ２月６日以降８回にわたり、行為者から、仕様書案が同社の営業担当者（社

会保険庁ＯＢ）の電子メールアドレスに送信されていました。（回数につい

ては新規事項） 
・ 同営業担当者の電子メールアドレスから、２月５日、３月１２日に仕様書

案の提供を依頼するメールが行為者に送信されていました。（新規事項） 

イ 予算関係資料（新規事項） 
・ ２月６日に、行為者から本事業の予算関係資料（拠点毎の予算額。予定価

格とは異なる。）が同営業担当者の電子メールアドレスに送信されていまし

た。 
・ ４月５日に、同営業担当者の電子メールアドレスから予算関係資料の最終

版を要求するメールが行為者に送信され、４月１４日に、行為者から本事業

の予算関係資料（２月６日に送信したものの更新版）が同営業担当者の電子

メールアドレスに送信されていました。 

ウ 入札日程関係（新規事項） 
・ ２月５日、１６日、２３日、３月２４日に公示日等の日程関係の情報が行

為者から同営業担当者の電子メールアドレスに送信されていました。 
・ ２月１６日に同営業担当者の電子メールアドレスから行為者に対して公示

日、入開札日についての情報提供が依頼されていました。 

エ 面会関係（新規事項） 
・ ４月８日夜に、行為者と同日２２時頃に荻窪駅南口で待ち合わせる旨の電

子メールが、同営業担当者の電子メールアドレスから送信されていました。 
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オ 提案書受付状況（新規事項） 
・ ５月６日（提案書締切日）に、提案書受付状況（拠点毎の提案書提出企業

名）が行為者から同営業担当者の電子メールアドレスに送信されていました。 
 
３ 今後の対応 
○ 今回明らかになった内容も含めて、今後、第三者の視点も入れた検証に付し、事

実関係を明確にするとともに、これを踏まえて今回の入札の取扱いを検討してまい

ります。 
 また、これらの情報は、捜査当局に提供していきます。 

 




